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1．地球温暖化の状況

2007 年に出された気候変動に関する政府間パネル

(IPCC) の第 4 次評価報告書1)は，「20 世紀半ば以降に

観測された世界平均気温の上昇のほとんどは，人為起

源の温室効果ガス濃度の観測された増加によってもた

らされた可能性が非常に高い」と述べている。現在進

行している地球温暖化の状況については，世界の年平

均地上気温の平年差で長期的には 100 年当たり 0.74℃

の割合で上昇し，平均海面水位は 17 cm 上昇したと

指摘している。世界各地で，ハリケーンやサイクロン，

集中豪雨や干ばつ，熱波等の異常気象による災害が頻

繁に発生しており，また，世界中の様々な地域で，気

候の変動が原因とされる生態系の異変が報告されてい

るが，地球温暖化が進行すれば，これらの悪影響がさ

らに強まることが，指摘されている。

IPCC は，気候システムに温暖化が起こっていると

断定するとともに，20 世紀半ば以降に観測された世

界平均気温の上昇のほとんどは人為起源の温室効果ガ

ス濃度の観測された増加によってもたらされた可能性

が非常に高いとしている。また，IPCC は，世界全体

の経済成長や人口，技術開発，経済・エネルギー構造

等の動向について複数のシナリオに基づく将来予測を

行っており，1980 年から 1999 年までに比べ，21 世紀

末 (2090 年〜2099 年) の平均気温上昇は，環境の保全

と経済の発展が地球規模で両立する社会では，約 1.8

(1.1〜2.9 ℃) とする一方，高度経済成長が続く中で化

石エネルギー源を重視した社会では約 4.0 (2.4〜6.4)

℃と予測している。

2．水環境への影響

IPCC によると，大気中の二酸化炭素濃度の上昇に

伴い既に海面が平均で pH 0.1程度酸性化し，21 世紀

中に更に pHで 0.14〜0.35 の酸性化が進行すると予測

されている。また，気温の上昇は，水を取り巻く環境

に対しても影響を与えているとも考えられており，多

くの地域において，1900 年から 2005 年にかけての降

水量には長期変化傾向が観測され，降水量がかなり増

加した地域や厳しい干ばつに見舞われる地域が拡大し

ている。また，湖沼や河川等では，水温上昇が原因と

なる水温分布の変化や水質の悪化が生じている。地球

温暖化による将来の影響に関する現在の知見としては，

干ばつの影響を受ける地域の面積が増加する可能性が

高いこと，強い降雨現象の頻度が増す可能性が非常に

高く，洪水リスクが増加すること，海面上昇によって

沿岸地下水が塩水化すること等，今後全地球的に地域

ごとの水資源の存在形態が大きく変わることが予測さ

れている。

また，環境省2)は，我が国にとっても将来的には大

雨や渇水による河川水質の悪化，水温上昇による蒸発

量の増大や湖沼・貯水池の全循環不全と，それらに伴

い湖沼・貯水池の水質が悪化し，生態系等に影響を及

ぼすことが予測されているとしている。また，既に，

河川や海域の水温上昇による水質への影響が見られ，

多摩川への熱帯魚の侵入等の事例も見られている。こ

のため，今後，地球温暖化の進行に伴い変動した気候

においても，現在の水環境を維持・改善していくため，

気候変動が公共用水域の水質，水量及び生態系に与え

る影響を的確に把握し，それらの諸データを蓄積する

とともに，将来の気候変動に伴う水環境の変化の予測

を行い，想定される影響への適応策について検討する

必要があると指摘されている (図 1)。

3．温室効果ガスの排出削減と気候変動に備

える環境インフラ

環境省4)によると日本の 2007 年度の温室効果ガス

総排出量は，二酸化炭素換算で 13 億 7,400万トンで，

京都議定書の基準年 (1990 年度) の総排出量と比べ，

9.0%上回っている。温室効果ガスごとにみると，2007

年度の二酸化炭素排出量は 13 億 400万トン，メタン
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排出量は 2,260万トン，一酸化二窒素排出量は 2,380万

トンで，このほか HFCs 排出量が 1,320万トン，PFCs

は 650万トン，SF6 は 440万トンとされる。産業部門

に加え，運輸部門，業務や家庭部門からも，多量の温

室効果ガスが排出されており，総合的な削減が必要と

なっている。

3. 1 水道事業

厚生労働省5)によると，水道事業は，公益的サービ

スの提供者としての側面に加え，全国の電力の 0.9%

を消費しているエネルギー消費 (CO2 排出) 産業の

側面を有しており，主体的かつ積極的な貢献が求めら

れているとしている。厚生労働省は，水道事業につい

て，省エネルギー・高効率機器の導入，ポンプのイン

バータ制御化等の省エネルギー対策や，小水力発電，

太陽光発電等の再生可能エネルギー対策の実施を推進

していくことを位置付けている。また厚生労働省では，

平成 21 年 7月に「水道事業における環境対策の手引

書」を改訂し，水道事業者が策定した地域水道ビジョ

ンにおける環境・エネルギー対策の実現方策を具体化

していくための検討手順等を示し，水道事業者に対し

て，環境・エネルギー対策の推進に関する意識の向上

と環境計画の策定，進行管理が促されている。

気候変動が進みことで，水文パターンの変化から貯

水池等の運営強化がハード，ソフトとともに必要とな

り，また水道原水の変化や変動に備えた浄水施設の対

応，さらに水温上昇に伴う給配水を含めた水道水の水

質管理の高度化が必要となる。

3. 2 下水道事業

国土交通省は，下水道事業は地方公共団体の事業の

中でも多量の温室効果ガスを排出することから，エネ

ルギー消費量の低減，バイオガスなどの未利用エネル

ギーの活用等に率先して取り組む必要があるとしてい

る。下水道分野は，我が国の温室効果ガス排出量の約

0.5% (2004 年度)を占め， 1990 年から 2004 年にかけ

て約 54%増加している6)。下水道事業は温室効果ガス

削減という視点から，新技術の実用化や省エネ機器の

導入，下水汚泥燃料化など温室効果ガス削減の取り組

みが多様化し，省エネルギー対策，未利用エネルギー

の活用，焼却炉における燃焼の高度化により温室効果

ガスの排出削減に努める地球温暖化防止対策が必要で

ある。このため，2009 年は下水道における地球温暖

化防止推進計画策定の手引きが国道交通省から出され

ている7)。また同時に下水道事業は，下水道に集めら

れる熱，バイオマス，リン等の資源を活用し，下水道

事業以外の排出者の温室効果ガス削減にも貢献できる

ため，より積極的な防止対策に積極的に推進していく

必要もある。

気候変動が進むことで，水文パターンの変化から雨

水排除機能の強化がハード，ソフトとともに必要とな

り，また合流式下水道の越流対策など雨天時の質的管

理も高度化が必要である。さらに都市の水資源確保を

強化するため，再生水や雨水利用が必要となる8)。

3. 3 廃棄物事業

環境省4)は，廃棄物の焼却による二酸化炭素，メタ

ン，一酸化二窒素の発生，有機性廃棄物の埋め立て処

分場でのメタン発生など焼却及び埋立てに伴い排出さ
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図 1 気候変動による影響 (地球温暖化が水資源に与える影響)3)



れる温室効果ガス排出量は年間約 4,500万トン (二酸

化炭素換算) と，わが国の温室効果ガス総排出量の

3.3%に相当する他，廃棄物の収集運搬においては，化

石燃料の利用に伴う二酸化炭素が排出されており，廃

棄物の排出量を減らすことは，温室効果ガスと処理コ

ストの削減につながるとしている。また，世界的に廃

棄物問題の深刻化とともに，資源の安定供給に対する

懸念が強まっている状況では，天然資源の効率的利用，

資源の循環利用，再生可能資源の利用促進等としての

将来展望が望まれ，食品廃棄物，農業・畜産廃棄物，

下水汚泥などのバイオマスは，カーボンニュートラル

な新エネルギーとしても，地球温暖化対策に大きく貢

献するとしている。このような従来の都市系廃棄物を

超えた取り組みが期待されている。

4．地球規模で深刻化する環境問題への国際

貢献

水は，人間の生命の維持，食料生産や経済活動に不

可欠なものであり，国連のミレニアム開発目標におい

ては，「2015 年までに，安全な飲料水と基本的な衛生

施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する」

との目標が設定されている。しかしながら，近年，世

界で安全な飲料水を継続して利用できない人口は，8

億 8,400万人，基礎的な衛生施設を継続して利用でき

ない人口は，25億 3,300万人存在するなど，途上国に

おける人口増加や地球温暖化等により地球規模で飲料

水や衛生施設の確保といった水問題が深刻化している。

国土交通省3)や環境省2,4)は，我が国は，食料の輸入等

を通じて膨大な水を世界に依存しており，世界の水問

題は日本国民の生命や食料の安全保障に直結する問題

であるとしている。

水は，農業・食糧，生態系・生物多様性，資源・エ

ネルギー，保健衛生とも密接に関連していることから，

地球温暖化に伴う水循環の変化は，直接的にも間接的

にも地球規模の全人類的な問題の原因となる。人口の

増減や都市への人口集中，ライフスタイルの変化等に

起因する世界的な水問題の激化を地球温暖化がさらに

加速させ，先進国・途上国を問わず経済成長の鈍化，

食糧危機，水を巡る紛争等人類の安全保障とも直結す

る問題を引き起こす可能性にも繋がる。

また，都市化に伴い多量に破棄される廃棄物も，開

発途上国でも大きな問題となっている。多くは，不適

切な廃棄物のダンピングや埋め立て，野焼きが行われ，

住民の悪臭，不衛生，呼吸器疾患などの健康被害，水

質や土壌汚染，大気汚染に加え，メタンなどの温室効

果ガスの温床となる等，次第に大きな問題となってい

る。廃棄物の適正処理技術とともに資源の回収や廃棄

物発生抑制の対応など総合的な支援が必要である。

地球温暖化の原因物質とされる温室効果ガス排出に

対して最も厳しい緩和努力を行っても，今後数十年間

は気候変動のさらなる影響を回避することは難しく，

IPCC 第 4 次評価報告書でも警告されているように，

短期的な影響に対して何らかの適応策を講じることが

特に必要不可欠である。このような気候変動に伴う水

環境の変化により生じる水問題に対しては，精度の高

い水循環予測に基づく中長期の水の需給バランスを考

慮した利用・管理計画を地域レベルで立てることが重

要であるとともに，水問題の緩和や適応に資する技術

の開発とそれら技術の社会への効果的な適応が必要で

ある。

排水処理技術や節水技術，廃棄物や汚泥処理技術な

どの日本の優れた環境技術について，それぞれの国や

地域に適した技術開発の支援を行い，ビジネス機会を

拡大していくことも重要である。

5．都市代謝系としてのアプローチ

エネルギー供給の多様性を増し，エネルギー保障を

高めるため，エネルギーの有効活用を図り，持続可能

な社会作りを目指すことが国家戦略となっている。さ

らに地球温暖化防止は，国際的に最重要問題となり，

温室効果ガス削減にわが国がコミットすることとなっ

た今，低炭素社会構築に向けて省エネルギーと有効利

用に加え，未利用エネルギー活用が一層必要とされて

いる。上下水道と廃棄物にかかわる事業は都市を中心

とした水，物質の代謝系をコントロールしている。集

められた水は水資源，それに含まれる物質や熱として

の利用価値についても注目されている。特に都市内に

張り巡らした下水道の管渠ネットワークは，排水系と

しての視点だけではなく，水とエネルギーの供給ネッ

トワークとしても重要な役割を持つことが期待される。

上下水道や廃棄物系は，この「集める」という大きな

ネットワーク資産をスマートに使う時代が来ている。

環境問題に極めて積極的な北欧，スウェーデンでは，

地球温暖化，資源サイクルのシテンから都市の構造や

交通・代謝系の再構築が始まっている。例えば，ス

トックホルムの中心地の近い，Hammrby Sjostad地

区は，温室効果ガスを半減する街として計画，建設さ

れ，現在 23000 人が生活している (図 2)。この地区

では，水道の浄水施設，下水処理場はコンパクトに街

の中に作られ，水の浄化，熱の回収とリサイクル，栄

養塩の回収利用が体系的に行われている9)。廃棄物に

ついても可燃物回収は当然であるが，分別できる真空

輸送が導入され，エネルギー節約が図られている。ま

た下水汚泥や食品廃棄物からは，嫌気性消化によるバ

イオガス生産と農地への肥料供給が行われている。こ

の肥料によって農地で作られたバイオマスをもとにバ
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イオ燃料が作られ，これが地域冷暖房システムの燃料

として供給されるとともに，コジェネレーション技術

を使ってエネルギー回収が進められ，下水処理水から

の熱回収もヒートポンプで行われている。このため，

冷暖房に関わるエネルギーと化石燃料の大幅な節減が

図られている。

水道原水も地区に隣接する湖から取水され，水輸送

に関わるエネルギーも節約されている。嫌気性消化で

発生するバイオガスは，公共交通機関や自動車に燃料

供給されている他，直接都市ガスの原料として供給さ

れ，家庭での燃料となっている。

住居や業務ビルは全て，太陽熱利用と太陽熱発電が

行われ，冷蔵庫，洗濯機，皿洗い機などの電気製品も，

最初から大幅な省エネ，省水利用型の設備が据え付け

られている。この結果，水利用は一人一日 120 Lまで

に節水されている。この地区では，環境対策のため，

雨水処理が行われるとともに，防火や修景利用への雨

水利用されているが，もし下水処理水の再利用が行わ

れれば，さらに環境負荷を下げることに貢献できるか

もしれない。

このような取り組みは我が国でも部分的にはいくつ

かの都市で行われているものであるが，都市の環境負

荷を半分にするというコンセプトをもとに水，廃棄物，

エネルギー供給，交通，住宅都市開発を一体的に実行

した点が異なっている。ストックホルム市のような強

いイニシャチブのもとで，都市そのものを，環境負荷

削減型に改造させる時代が来たといえる。

6．今後の EICAの役割の重要性と期待

地球温暖化と状況と将来の影響の予測と評価，温暖

化防止の対策と適応策の視点から概説した。気候変動

の観測・予測・影響評価への取り組みと将来展望につ

いて考えるためには，気候変動を正確に監視し，高度

な予測を行い，より適切な影響評価と適応策の立案が

重要である。このための，モニタリング，センシング

技術，モデルによる予測と対策による効果が重要であ

る。また地球温暖化防止策として，温室効果ガスの削

減技術，EICAが最もこれまで得意としてきた計測制

御技術を利用した合理的，効率的統合管理システムの

推進に加え，都市を中心とした環境インフラは，不可

避な事実となりつつある気候変動への適応策もハード

の投資の限界性からソフトでの対応をも組み合わせる

ことも必要となる。

当学会 EICA が基盤とする上・下水道事業，廃棄

物事業においては，より複雑化したシステムにおける

運転管理の高度化への対応とともに，エネルギー使

用量の大きな事業分野として，今後，低炭素社会の構

築を目指して資源の有効利用，温室効果ガスの削減，

省エネルギーの促進や未利用エネルギーの活用への取
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り組みが事業運営の上でも大きな課題になるため，

EICAは，国内外でこれまで以上に大きく貢献するこ

とが期待されている。
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